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（１）福島県における地中熱関連産業の現状各
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コスト：

*1 「福島県地中熱利用技術開発有限責任事業組合」
*2 「Thermal Conductivity Profiling」

課
題

地中熱交換器を含むシステムの初期コストが未だ大きく、
補助金無しでは事実上成立しない構造である

地中熱利用が特徴とする長期運用コスト削減のメリットについて、
顧客にアピールできる実績データが不足している

設備決定について施主に影響力のある設計事務所やコンサルに
十分認知されていない

地中熱の便益を定量的かつわかりやすく施主にアピールできず、
理解が浸透しない

県内に総合エンジニアリング可能な企業が少なく
導入の元請けとなることは難しい

営業力：

技術力：

認知度：

性能：

・県内事業者を中心に
地中熱利用事業化に着手

・地中熱利用ポテンシャル評価と
システム最適化技術（FREA）

福島県における地中熱ヒートポンプシステム導入量は、全国の中では比較的上位の実績ながら、
産業規模としては大きなものではない。

初期コストが高く、運用コストメリットでの回収は困難なため、
補助金によるインセンティブが必須の状況にある。

・国内初の事業化組織である
有限責任事業組合*1を結成

・FREAと共同で福島発の
新方式TCP*2を開発

・自治体中心に営業活動を展開
・TCP有効性をフィールドで実証
・一部の自治体建物へ導入実現

県内の地中熱関連産業の経緯



（２）地中熱関連産業の市場動向各
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◆全国の地中熱利用事例

出典：環境省「地中熱利用システム パンフレット」 （2019.3）
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コンサル提案 企画設計 施工 運用保守

部品
設備
供給

施設

工事

調査

研究
・

開発

基盤研究：【産総研FREA】 ◆矢印凡例：
連携・指導
サプライ

NEDO実証：【日大工】

（３）地中熱関連産業の主な県内プレイヤーリスト
注）本図は会員企業情報などからEAFの責任で作成したものですべてが網羅されているわけではありません

新方式TCP
【福島地下開発】
【ジオシステム】など

【長府製作所】【コロナ】【ゼネラルHP】

計測制御 【東テク】【福島コンピューターシステム】など

【アイワコーポ】【日商テクノ】など

ヒートポンプ

商社

【東北ZEB再エネ熱
促進協議会】

【福島地中熱共同組合】
など

プロデュース

【福島建設設計共同組合】
【福島県設備設計事務所協会】

など基本設計

【佐藤工業】
【八光建設】【蔭山工務店】など

建物施工

【アクーズ】【ユアテック】【セコムエンジ】【エヌエス工業】【会津ガス】など

【ミサワ環境技術】【福島地下開発】【新協地水】
【ジオシステム】【三本杉ジオテック】

【日本地下水開発】など

設備

さく井
熱交換器
地盤熱特性

【住環境設計室】

© 2022 Energy Agency.Fukushima



（４）地中熱関連産業取組のクロスSWOT分析各
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内部環境

・産学連携体制
FREAの立地、地元企業ネットワーク、
海外連携

・ランニングコスト低減、CO2削減に有効
・県内発TCP技術

・初期コスト・撤去コストの投資回収困難
・設計に有効熱伝導率測定が必要
・実績データが不足
・高断熱住宅、セントラルヒーティング、貯
湯槽など地中熱と相性の良いインフラが
普及していない

外
部
環
境

・カーボンニュートラル政策
・潤沢な再エネ補助金
・住宅の省エネ基準適用範囲の拡大

ZEH、ZEB化が進められる方向性
・寒冷地の暖房や融雪ニーズの存在
・ポテンシャル（λ値）の高い地域あり

・産学連携によるコストダウンアイテム開発、
設計力向上や実用化への支援
・省エネ、CO2削減をポイントとした公共
設備への導入検討

・補助金の継続
・有効エリア*にある自治体建物は、

地中熱を仕様に盛り込む
*λ値が高い/既存井の存在/寒いエリア

・他の再エネ分野とのカップリングによる
先進モデル創出の支援

・空気熱方式の存在
コスト、入手性、工期 などで勝てない
空気熱方式の「新省エネ基準」発表

（更なる性能向上）
海外先進地でも空気熱が拡大中

・国の再エネ政策への取上げが弱い

・福島発TCPのブランド化・全国展開の
支援
・REIFふくしまを活用した普及活動

・地中熱導入済み施設からの実績データ
収集と公開
・空気熱方式とのハイブリッド化による最
適システム開発への支援

「福島新エネ社会構想」第1フェーズで
取り組んできた再エネ導入拡大に向け
た活動をベースに、今後の地中熱利用
の普及に向けた外部環境として｢機会」
｢脅威｣、内部環境としての｢強み｣｢弱
み｣から課題をクロス分析し､戦略を立
案･策定しする

強み Strengths 弱み Weaknesses

機会 Opportunities

脅威 Threats

積極攻勢戦略 弱点強化戦略

差別化戦略 防衛戦略


